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ABSTRACT: Employment support for people with mental disorders has been an important issue. The purpose of 

this study is to investigate the current situation and trends in providing employment support for people with 

mental disorders, as well as to review the methods and agendas for employment support. 

 Companies have accepted only a small percentage of people with mental disorders, and only a few people have 

been working. Their working situation has remained uncertain since many of them have been working without 

informing their employers about their mental disorders. Even in the employment support facilities, the wages of the 

employees are very low. Although “the individual placement and support” is said to be a useful method for em-

ployment support, as opposed to “the traditional step-up” method, a more effective methodology that considers 

Japanese social systems and cultural backgrounds has not been established yet. These methods should be verified 

so that people with mental disorders can choose their own career, which will help them achieve “recovery.” 
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要旨：精神障害を有する人々のための就労支援は重要な課題である。本論文では、精神障害者を対象とした就労支援施

策の動向や現状を踏まえて、その支援方法を整理し、今後の課題を検討した。精神障害者の一般企業への就労先は尐な

く、就労者数も尐ない。しかし、障害を非開示で就労している場合も多く、実態は不透明である。さらに、就労支援施

設での就労は低賃金であった。就労支援方法は、従来型のステップアップ方式より、Individual Placement and Support

が有用とされているが、日本の制度や文化背景を考慮した方法論はまだ確立されていない。精神障害者がリカバリーで

きる、当事者の望む支援のあり方についての検証が必要である。 

キーワード：精神障害者，就労支援，雇用状況 
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【はじめに】 

近年、精神医療および精神保健福祉分野は大きな

改革が進められている。特に精神障害者の雇用問題

は大きな転換期を迎えている。2006 年 4 月から、障

害者の雇用の促進等に関する法律（以下、障害者雇

用促進法）に、これまで身体障害者と知的障害者の

みが対象であった障害者雇用率算定に、精神障害者

も適用されることになった。また、2006 年 10 月か

ら施行された障害者自立支援法（以下、自立支援法）

に、就労支援の抜本的強化が盛り込まれた。精神医

療の分野においても、入院中心の治療から地域での

生活支援へという視点の転換が図られている。当事

者が地域生活を送るためにも、「働くこと」は重要な

課題の一つである。 

本論文において、精神障害者を対象とした就労支

援施策の動向や現状を踏まえ、先行研究から精神障

害が働くための支援方法を整理し、今後の課題を検

討する。 

 

【精神障害者が働くことの意義】 

「働くこと」は社会参加の 1 つの方法である。人

にとって、「働くこと」の意義はその対価を得て生活

の糧とする以外にも、役割意識や仲間意識を獲得し、

自己効力感を充足させることでもある 1)。日本国憲

法第 25 条で、「すべての国民は、健康で文化的な最

低限度の生活を営む権利を有する」、憲法第 27 条で

は「全ての国民は、労働の権利を有し、義務を負う」

と定められており、障害者だからといって、働く機

会を得ることができないのは権利の侵害でもある。

障害の有無にかかわらず自分の生き方・働き方を選

ぶのは自分自身であり、障害者だからといって働き

方が制度上規定されるのはノーマライゼーションの

理念に反する。そのため、精神障害者の働く権利や

その権利を保障する必要がある。特に精神障害者に

とって、「働くこと」は自己効力感や有用感を肯定的

に変化させることができ、自分が選択した人生の役

割に満足と成功を得ることができる 2)。さらに、最

近では「働くこと」は精神障害の再発の危険因子と

はならず、むしろ症状や生活機能の改善にも寄与す

る 3)と言われている。つまり、精神障害者が「働く

こと」の意義は、①社会参加の権利、②生活の糧、

③役割の(再)獲得、④生活機能の改善、である。 

 

【精神障害者雇用の現状】 

 2006 年 4 月から障害者雇用促進法の障害者雇用

率算定に精神障害者が加わった。精神障害者の雇用

が義務化されたのではないが、企業が精神障害者保

健福祉手帳保持者である精神障害者を雇用した場合

には、障害者を雇用したこととみなすことになった。

この改正において精神障害者の一般就労への道筋に

大きな変化を生み出した。 

2008 年度のハローワークにおける障害者の就職

件数は、雇用情勢が悪化する中、過去最高であった

前年度を下回ったものの、前々年度の水準を上回る

44,463 件であった。特に精神障害者の就職件数は増

加傾向にあり、2008 年度においては、対前年度比

11.5％増の 977 人増加し、9,456 人となった 4)。ま

た新規求職申込件数は、対前年度比 11.0％増の

119,765 件と大きく伸び、特に精神障害者の申込件

数は、対前年度比 24.9％増の 5,679人増加している。 

しかし、2008 年度の厚生労働省の発表 5)によると、

精神障害者就業実態調査における就業の状況は、全

国の 15 歳以上 64 歳以下の精神障害者は、35 万 1

千人と推計されるが、このうち、就業している者（以

下、就業者）が 6 万 1 千人（17.3％）、就業してい

ない者（以下、未就業者）が 28 万 3 千人（80.7％）

となっている。さらに、精神障害者の就業状況を就

業形態別にみると、常用雇用者が 32.5％、常用雇用

以外の形態の者が 59.7％となっている。未就業者に

ついて、就業希望の有無別にみると、希望する者の

割合が 62.3％となっている。他の障害の就業状況は、

身体障害者は、134 万 4 千人と推計され、このうち、

就業者が 57 万 8 千人（43.0％）、未就業者が 72 万 2

千人（53.7％）となっている。同様に知的障害者は、

35 万 5 千人と推計され、就業者が 18 万 7 千人

（52.6％）、未就業者が 16 万人（45.0％）となって

いる。そのことから比べても、精神障害者の就業状

況は厳しい現状にある。 

岩崎ら 6)の民間企業への実態調査において、「知

的・精神障害者は雇用しにくい」があったことを挙

げている。また身近に一般就業している精神障害者

がいないと「働く障害者像が曖昧」となり、情報不

足も相まって一般就業に対し消極的になりがちであ

る 7)とも言われている。このように外的要因である

精神障害に対するスティグマの問題も考えられるが、

精神障害者の内的要因である障害特性の問題もある

と思われる。それは、易疲労性や認知機能障害があ

ることによっておこる生産効率の問題やコミュニケ

ーション障害、そして環境変化に対する脆弱性も大

きい。つまり、病気と障害が共存しているため、精
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神障害者の就労継続には、障害特性を考慮した生活

と就業の一体かつ継続支援が必要と考える。しかし、

現状の就労支援施策は、生活の自立が職業リハビリ

テーションに先立ち、そして職業リハビリテーショ

ンの終了により、即職業的自立が可能になるという

身体障害モデル 8)を導入していることもあり、就労

後の支援対策は整備されていない。このようなこと

も、企業が雇用しにくい理由につながっていると考

えられる。 

さらに、精神保健福祉手帳等所持者ではない就労

支援の必要な精神障害者がかなり多くいると思われ

る。また精神障害があっても開示せずに就労してい

る人も多く、吉田らの調査 9)においては、就労者の

42.6%が非開示と言われている。非開示群の雇用形

態は比較的不安定なパート・非常勤が多く、在職期

間が短い傾向である。開示することのメリットとし

て、「隠し事をしなくてすむ」という回答がもっとも

多い。一方、非開示の人たちは、「病気が露呈した時

に非難・偏見を受けるのではないか」という不安や

緊張を常に感じていると思われると述べられている。

採用後に精神障害者になった場合の雇用率換算にお

いて、企業は当事者のためにも企業のためにも公表

したくないことや、手帳を持っていないことも多い

のでそういった数字はなかなか表には出て来ない。

ただ、考え方として手帳の取得を促進したり、公表

をすすめたりすることは、すでに雇用されている精

神障害者を表に出すということになり、障害者のプ

ライバシーの問題も絡んでくる。また、今雇用され

ている障害者を雇用率にカウントするということに

なると、雇用の促進という本来の目的に合わなくな

るといった問題も考えられる。まずは、精神障害者

が障害を開示しても安心して就労し続けられること

の保障が必要であるということと、精神障害者の雇

用が企業にとってデメリットにならないような社会

になること。そして、障害者の雇用に対して本人お

よび企業が専門家の適切なサポートを得られ、企業

が今以上に障害者の雇用を促進しなければならなく

なるような施策が必要であると考える。 

厚生労働省の障害者の就労支援対策の状況報告 10)

によると、雇用施策対象の精神障害者数は、上述の

精神障害者数 35 万人を大きく上回る、197 万人（20

歳～64 歳以下）となっている。それは、手帳は保持

していないが、実際には支援が必要な精神障害者が

多数いるためであると思われる。精神障害者の就労

支援施策が遅れている原因は、精神障害者を取り巻

く特有の歴史と、それが故に医療に囲われてきた現

状があり、今まで精神障害者は保護の対象であった。

近年、ようやく「ひととしてのあたりまえの生活」

を保障することが考えられ始めたばかりであり、有

用な方法論が検討されていくことで、尐しずつ改善

されていくと思われる。また改善していかなければ

ならない課題でもある。 

 

【精神障害者の就労支援施策】 

1993 年障害者基本法の制定により身体・知的障害

者と同様に精神障害者も福祉の対象となった。2006

年 10 月から施行された自立支援法に就労支援の抜

本的強化が盛り込まれた。障害者がもっと「働ける

社会に」が掲げられている。 

自立支援法における就労支援は、障害福祉サービ

スに係る自立支援給付の訓練等給付における①就労

移行支援事業、②就労継続支援事業（A 型）、③就労

継続支援事業（B 型）の 3 つである。それぞれの事

業によって、就労の位置づけが異なり 11)、①就労移

行支援事業は、「就労」ではなく、企業に就労するた

めの「移行支援」を行うものである。ここでも作業

は行うが、あくまでも企業への移行を目的とした「訓

練」と位置付けて行う。利用者は、65 歳未満で企業

などでの就労を希望する者である。その一方、②の

就労継続支援事業（A 型：雇用型）は、その事業で

「雇用」された形態を取る。つまり、企業就労と同

様の「雇用」であるため、労働法が適応となり、最

低賃金以上の賃金が支払われ、労働保険にも加入で

きる。企業就労と異なる点は、「支援者の支援を受け

ながら働く雇用」形態である。③の就労継続支援事

業（B 型：非雇用型）は、「出来高払い」の就労形態

で、事業所の収益に応じて利用者の工賃（賃金）が

支払われる。しかし、その工賃は低く、2009 年度の

工賃（月額）の実績 12)は、就労継続支援Ａ型事業所

75,746 円 就労継続支援Ｂ型事業所 13,087 円であ

る。2008 年の精神障害者の各事業所の利用者数は、

就労移行支援事業 1,711 人、就労継続支援事業 A 型

431 人、就労継続支援事業 B 型 7,193 人であった。 

このように、精神障害者の多くは低い工賃で働い

ており、所得状況の厳しい状況がうかがえる

(Table1)。精神障害者の地域生活支援で最も重要な

のは所得保障であり、就労支援はそのための支援策

であると言っても過言ではない。上野 13)は、野中ら 14)

の多様な就業形態で成功している事例の報告から、

今後、多様な就業形態の発展は個性を尊重した働き 
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Table1: The average wage in 2009  

(This table is displayed in Japanese. The table showed the average wage of the facilities  

that were accredited in the Japanese welfare services for the disabled.) 

 

施設種別 施設数(箇所) 平均工賃(円) 

就労継続支援Ａ型事業所 491 75,746 円 

就労継続支援Ｂ型事業所 3,787 13,087 円 

福祉工場 

身体 14 179,802 円 

知的 17 84,089 円 

精神 7 58,743 円 

福祉工場合計 38 119,557 円 

授産施設 

身体 
入所 112 17,190 円 

通所 169 18,419 円 

知的 
入所 155 10,305 円 

通所 996 11,928 円 

精神 
入所 14 9,542 円 

通所 143 12,074 円 

入所・通所授産施設合計 1,589 12,590 円 

小規模通所授産施設 

身体 82 9,410 円 

知的 81 10,591 円 

精神 150 6,546 円 

小規模通所授産施設合計 313 8,208 円 

全施設平均工賃 6,218 16,894 円 

工賃倍増計画対象施設(†) 5,689 12,695 円 

(†)就労継続支援Ｂ型事業所＋授産施設＋小規模通所授産施設 

 

 

方を可能にし、一般就労対福祉的就労という構図を

変えていくだろうと述べている。障害のある人が，

福祉と労働のはざまにおかれている現状が指摘され

た今，「労働者の権利」にかかわる私たちの意識改革

と新しい社会システムの確立が求められている． 

 

【就労支援の方法】 

就労支援に携わる専門職は、職業リハビリテーシ

ョンの専門機関に従事するスタッフや保健師、精神

保健福祉士や作業療法士の保健医療施設スタッフ、

ジョブコーチ（職場適応援助者）や教育機関の職員

と幅広い領域にまたがる。そのため、就労支援場所

は、就労支援施設のみならず、企業や医療現場など

でも実施されている。 

1．福祉分野における就労支援 

1）従来型就労支援方法 

従来型の就労支援方法は、①就職前の相談・評価 

②準備訓練 ③就職斡旋・職場実習、④就職後のフ

ォローアップの各段階に応じて支援内容が異なる。

①就職前の相談・評価は、具体的な求職活動を行う

前で、アセスメントを重視し、アセスメントによっ

て明らかにされた課題について支援方法や内容を検

討する。②準備訓練時は、就労訓練（体験）として、

具体的な作業体験を通して動機づけを図り、基本的 
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Table2：Individual Placement and Support (IPS) Basic Principles 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

習慣や技能の獲得をロールプレイなどの具体的な実

践方法を導入して行う。③就職斡旋時は、ハローワ

ークなどを利用して就職活動を行う時期である。障

害の開示の有無を検討したり、自分の希望する条件

を考えたりしながら、求職活動を行う。事前に模擬

面接を行うことや、支援者が事業所に情報提供を行

う、制度について説明をするなどを行う。職場実習

では、支援者が実際に職場に出向いて支援を行うジ

ョブコーチとしての役割が重要である。作業手順な

ども適切に指導する。この職場実習を経て、採用・

不採用を検討する形式を取る。④就職後のフォロー

アップは、職場不適応になることを未然に防ぐ、あ

るいは問題の兆しを早く発見する目的がある。定期

的に職場を訪問し、事業主に対しても心理的バック

アップを取ることも重要であると言われてきた 15)16)。

しかしながら、このステップアップ支援方法では訓

練の場が働く場になってしまい、長期在籍、固定化

という形でプログラムにのれない人も存在した 17)。

また職場適性や職業可能性を予測することが困難、

職業訓練は実際の職場で必要とされるスキルとの関

連が尐なく応用することが困難、職場の環境要因は

常に変化するために就職後の継続的な援助が不可欠

である 18)などの問題を指摘されている。 

2）個別職業紹介とサポートによる援助付き雇

用：IPS（Individual Placement and Support） 

最近では、IPS19)が科学的に根拠に基づいた実践

プログラム (Evidence Based Practice)のひとつと

して注目されている。IPS は、1990 年代前半に

Assertive Community Treatment (ACT)プログラ

ム 20)が展開する中で生まれた、就労支援に焦点を当

て開発されたプログラムである。米国で数多くの無

作為化比較研究（RCT）に基づく介入評価研究がお

こなわれ、一般就労率の向上などの有効性が実証さ

れている。我が国においては、IPS-J（Japan）21)、

宇和島 22)、IPS-T（Tokyo）などが同様の取り組み

を行っている。重度な精神障害を持つ人々のための

援助付き雇用の実践方法として、エビデンスのある

項目を 6 項目挙げている(表 2)23)。それは、従来のス

テップアップの支援方法と異なり、職業レディネス

（職業準備性）が形成されているかどうかの判断を

しない。本人に「働きたい」という希望があれば一

般の職に就けるという強い信念に基づき、ケアマネ

ジメントの手法を用いて、本人の好みや長所に注目

した就職活動と同伴的な支援を継続する、といった

特徴ある活動を展開する。香田 24)は、当事者を信頼

し、可能性を信じ、「障害を持っていても働くことが

できる」という希望を伝えていくことが重要である

と述べている。しかしながら、まだ現在でも日本の

就労支援は、「train then place(訓練してから就労

へ)」というのが一般的であり、「place then train(就

労した場所での訓練)」アプローチを基本とした IPS

プログラムを日本の精神障害者の就労支援にどのよ

うに位置づけるのかについて検討 25)がなされてい

る段階である。今後、IPS モデルが精神障害者の就

労支援の標準モデルとなることが期待されている 26)。 

2．医療分野における就労支援 

医療の場、特にデイケアにおいても就労支援の取

り組みが行われており、須藤らの研究 27)によるとデ

イケアの利用目標の 3～4 割が就労支援である。三

家 28)は、精神症状がまだ落ち着かない状態であって

も、「働きたい」という希望に沿って、タイムリー、

かつ適切に支援すれば不可能と予想された就労の場

を獲得することが可能であったと述べている。そこ

では、「自分たちが支援する人の特性をよく理解し、

またその理解を当事者と共有して就労支援機関に伝

えていくこと」を踏まえてプログラムを実施してい

る。宮城 29)は、精神科デイケアに通院している統合

失調症患者に、就労支援介入プログラムを RCT に

The client determines eligibility 

 Competitive employment is the goal 

 Rapid job search  

 Integration of rehabilitation and mental health  

 Attention to consumer preferences  

 Continuous and comprehensive assessment 

 Time-unlimited support 
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て実施し、就労支援プログラムが精神障害者社会生

活尺度（LASMI）の日常生活や対人関係、自己認識

が有意に改善した。しかし、労働または課題の遂行

や持続性・安定性では有意が得られなかったと述べ

ている。精神障害者の就労支援について医療者側の

課題として、医療者側が「まだ早い」と慎重さのあ

まりチャレンジさせなかったり、「精神障害者は働け

ない」という専門家の大きな壁があったりすること

も指摘されており 30)、当事者の「働きたい」気持ち

を真摯に受け止め、支援があれば働けるという信念

を持って、支援することが重要である。 

3．保健分野における就労支援 

 精神保健福祉センターにおける就労支援は、ひき

こもりの方などに対する相談や社会適応訓練事業な

どで精神障害者の社会復帰の促進を図ることを目的

とした事業を他機関と連携して取り組んでいる。そ

の支援方法は、福祉分野における支援方法と大きな

違いはない。またうつ病などの復職支援や産業保健

に対する取り組みも積極的に行われている。このこ

とについて、新規の就労支援方法とは別に検討して

いくことが必要である。 

4．教育・企業における就労支援  

教育現場において、知的障害者や発達障害者に対

する特別支援教育の一環として、就労支援を積極的

に行うようになってきている。しかし統合失調症な

どの精神障害については、その診断のしづらさなど

の理由もあり高等学校教育の中でまだ支援はされて

いないと思われる。 

企業内の支援については、就職後にジョブコーチ

などが企業に同行しての支援が行われているが、そ

の実践報告も尐ない。群馬県における調査 6)では、

障害者雇用をしている民間企業のうち、医療・福祉

と連携を取った経験がある企業は 16％にとどまり、

企業に対する支援や企業内での支援はまだまだ不十

分な現状がある。 

 

【今後の課題】 

これらのように、様々な場においての支援の報告

がされているが、日本の制度や文化背景を考慮した

就労支援のノウハウはまだ十分に確立されていない。

一般社会においても、精神障害者に対する理解はま

だまだ不十分であり、社会的偏見は根強くある。そ

のため、支援者が試行錯誤しながら手探りで支援に

あたっているのが現状である。「精神障害者」といっ

ても、その疾患によって障害特性は異なり、その障

害に応じた、さらにはその人に応じた支援のあり方

を検討する必要がある。 

そして、精神障害者の就労において必要なことは、

企業内で適切な支援を受けながら就労する形態、短

時間の就労形態、人間関係のストレスの尐ない仲間

同士で働くグループ就労など、その人の障害に応じ

た就労形態が選択できることである。かつ、その人

の好みや能力に適した業務内容が選択できることで

ある。またそれは、現在の福祉的就労のような低賃

金の就労ではなく、適切な賃金が支払われる就労形

態を意味している。 

今後の課題として、精神障害者が働きやすい形態

や業務内容を開発する必要があり、そして、そのよ

うな働き方をする障害者を雇用しても企業経営のマ

イナスにならない法的・税的な改善が必要であると

考える。ある程度の病状の安定と、支援者が当事者

の特性を把握できた段階で、IPS の考え方に基づき、

その人が働きたいと望む職種や働き方を選択して就

労できるよう支援することが重要である。 

 

【まとめ】 
精神障害者は他の障害領域に比して、一般就労者

の数は尐なく、障害を非開示で就労している人も多

くいる。さらに、就労を希望していても働き先のな

い場合も多く、就労支援施設ではかなりの低賃金で

働いているという現状がある。精神障害があること

を開示しても不利益を被ることなく、必要なサポー

トが得られる社会になることを強く望む。精神障害

者が、働くことを通じて自己効力感を向上させ、リ

カバリーできるためにも、働くことを含む生活支援

のあり方の検討が必要だと思われる。また現段階に

おいて就労支援の方法として、当事者のニーズを調

査した研究はほとんどなく、今後は当事者の望む就

労支援に必要なことを検証する必要性がある。 
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